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総 説

傷害予防につながる情報収集へのアプローチ

山　中　龍　宏1・2）

はじめに

　事故による傷害は多発している。日本人全体

でみると「不慮の事故」は死因の第4位である

が，小児においては，1960年以降，「不慮の事

故」が0歳を除いた1～19歳の死因の第1位と

なっている。1～4歳児では，不慮の事故によ

る死亡1件に対し，入院を必要とする傷害は65

倍，医療機i関の外来を受診する傷害は4，500倍，

家庭で処置が必要な傷害は10万倍と推測されて

おり1），事故による傷害は小児の重要な健康問

題となっている。傷害は未然に防ぐことを優先

すべきであり，そのためには傷害の情報が不可

欠である。日々，膨大な数の傷害が発生し，人々

が健康被害を受けているのに，予防に結びつく

情報はほとんどない。情報がなければ予防を考

えることはできない。今回は，傷害情報の問題

点とあるべき姿について概説する。

傷害情報の現状と問題点

a）わが国の現状

　子どもの事故による傷害の話の最初に出てく

るのは死亡数死亡率のデータである。毎年，

ほとんど同じデータであり，「死亡」のみが唯

一継続的に得られる疫学データとなっている。

　やや古いデータであるが，1980年代初めのア

メリカの報告では，傷害による死亡1人に対し

34人の子どもが医療機関に入院し，入院1人に

対し30人以上の子どもが救急外来で傷害の治療

を受けていると報告されている2）。すなわち，

医療機関を受診するような小児の傷害は，外来

受診が96～97％，入院が3～4％，死亡は0，1％

ということになる。この値はアメリカでの推計

値であるので，最近のわが国のデータでみてみ

よう。わが国の交通事故による死傷者のデータ

をみると，年間の死亡数（30日以内）は約7，000，

死傷者数は110万である・ので，死亡は0．6％を占

めていることとなる。アメリカの推計値はある

程度信頼できる値であることがわかるであろ
う。

　交通事故は死亡だけでかなりの数にのぼるの

で，死亡に対する予防策の検討だけでも十分な

意味があるが，子どもの傷害では死亡数が少な

く，事故死の様態もさまざまで，死亡だけの検

討では予防策を考えることは不十分である。こ

れを国政選挙にこじつけてみると，有権者（医

療機関を受診した傷害）のO．1％の意見の分析

で物事を判断し，99．9％の意見は反映されてい

ないことに相当する。0ユ％の現象について，

年度別の増減，諸外国との比較を議論しても，

あまり意味はないのではないか。このデータか

らは，「保護者・家族のちょっとした気配りで

子どもの事故は予防できる」という言葉くらい

しか出てこない。もはや，死亡だけで傷害の問

題を論ずるときではないg

　わが国では，ほぼ半世紀にわたって不慮の事

故が小児の死因の第1位であるαその事実があ

るからか，いろいろなところで小児の事故の調

査が行われ，その報告数はかなりの数にのぼる。

数千例の傷害例を集めることはたやすいことで

ある。医療機関からは，外来受診例，入院例，

また傷害の種類を特定した報告が，県や市町村

では健診時などに事故に関するデータが集めら

れ報告されている3）。年度報告されているもの
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として，日本スポーツ振興センターの災害共済

給付のデータ4），（独）製品評価技術基盤機構i

のデータ5＞，国民生活センターのデータ6），日

本中毒情報センターのデータ7），消防庁からの

データ8），交通事故総合分析センターのデータ9）

などがあるが，どれをみても「今年も去年と同

じ結果」と報告されている。

　具体的な問題例をいくつか挙げてみよう。

　自治体の取り組み例として，石川県の状況を

みてみよう。石川県では，平成10年度から「子

どもセーフティ環境づくり事業」が行われ，現

在では年間に150万円の予算をかけて医療機関

を受診した傷害例を収集している。毎年，単純

集計のデータが示されているが，その内容をみ

ると毎年ほぼ同じである。その結果は，こんな

事故が起こっているので「注意しましょう」と

いう「子ども事故予防通信」ポスターとして配

布され，データはホームページに掲載されてい

る。これは四十年も前から述べられている内容

である。傷害の発生数が減ったか否かなど，こ

の事業が評価されることはなく，同じ作業が継

続して行われている。わが国では，一度決まっ

た事業は，その効果が検証されることなく漫然

と続き，時には事業が拡大して税金の無駄遣い

が増大していく。

　次に，国民生活センターからの情報について

みてみよう。重症度が高い事例，今まで知られ

ていなかった事例を知るにはたいへんいい情報

である。また，検証や実証実験が行われており，

科学的な資料として位置づけることができる。

しかし，収集している情報は商品に限られてお

り，母数が不明のため疫学的なデータとはなら

ない。また，製品の問題点を明らかにしても，

勧告などの権限がないため，企業に対しては提

案，国民に対しては「注意しましょう」としか

述べることができず，傷害予防の力としては不

十分である。事実，国民生活センターは10年以

上前から「注意しましょう」と警告しているに

もかかわらず，コンニャクゼリーによる窒息死

は発生し続けている。2007年3月と4月にも，

それぞれ7歳男児がコンニャクゼリーによって

窒息死している10＞。

　改良すべき点を明示して事故が起こった場

合，事故の責任を追及されることをおそれ，国
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民生活センターとして製品の改良点を明示する

ことはない。20ヶ所ある危害情報収集協力病

院から，1年間に8，000件以上の危害情報を収

集しているが，情報内容は不十分である場合が

多い。1件に対して5，000円，総額4，000万円以

上のお金をかけている。不十分な情報であれば

提供情報として認めない，あるいは不十分な情

報しか提供しない医療機関は変更すべきであろ

う。

　わが国における事故の情報収集の現状と問題

点については総説を参照されたい11）。やや古い

データであるが，今でも問題点はまったく変

わっていない。調査時期や期間，規模，調査地域

調査機関・グループが異なっていても得られる

結果はどれもほとんど同じデータである。最も

問題なのは，漫然と同じ実態が報告されるだけ

で具体的な予防が行われていない，すなわち予

防につながるデータはないということである。

b）海外の現状

　海外での事故による傷害の情報収集について

は総説を参照されたい12）。世界各国において傷

害サーベイランスが行われている。一例として，

オーストラリアのビクトリア州の状況を紹介す

ると，対象人口が約400万の地域において，37

医療機関の救急室を定点としてすべての年齢の

傷害の情報収集が行われている。2003～2005年

の3年間の0～14歳の不慮の事故のデータをみ

ると，死亡は103，入院は38，553，外来受診は

166，229であった13）。各病院には電子カルテシ

ステムが導入され，外傷について原因コード，

事故時の状況などを記載することが義務付けら

れている。データは毎月，Monash　University

Accident　Research　Centreに集約され分析さ

れている。

　最新のデータをみても，得られた調査の内容

は以前の報告とほぼ同じである13）。疫学データ

となっており，経年変化がわかるなど，いくつ

か優れた点はあるが，予防の観点から利用でき

るデータは多くはない。予防を考える場合に

は，詳細な情報を取り直して検討している。こ

のセンターのスタッフは3～4名で運営されて

おり，工学的な検討をするスタッフがいないた

め，具体的に製品を改善するような検討は行わ
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れていない。

予防とは何か？

　健康問題に関して，予防の重要性が指摘され

て久しい。しかし，効果のある予防活動を展開

することはたいへんむずかしい。

　取り組みの基本は，傷害予防のために求めら

れる努力量と，実際にそれによって予防が可能

となる量との関係で考えると，予防活動とは，

予防効果が最大で，求められる努力量が最小で

あるものに向かって活動することである。すな

わち「まったく気をつけていなくても，安全が

確保されているしくみ」となる（図1）2＞。

　傷害予防の取り組みとは，その方向をめざし

て，いろいろな分野の人たち，すなわち小児を

対象とする場合は，医療関係者，教育関係者，

公的機関，法規の制定者，法を執行する専門

職ボランティア団体，製品設計者・建築家，

建設業者・エンジニア，製造業者・販売業者，

マスメディアなどがそれぞれ活動することであ
．る2）。

　予防活動の評価は，1）傷害の発生数・発生

率の減少，あるいは，2）傷害の重症度（通院

日数入院日数医療費など）の軽減によって

科学的に判定する必要がある（表1）。「予防」

とは言葉だけで，実態調査だけに終わっている

報告は山ほどある。予防とは表1に示した指標

を証明することであるが，わが国の子どもの傷

害に関しては，系統立てて予防に取り組まれた

研究はない。

　科学的な傷害予防を行うためには，地域にお

いて傷害の実態を継続的に把握するサーベイラ

ンスシステムを確立し，そのデータ分析によっ

て評価する必要がある。欧米ではすでに傷害

サーベイランスシステムが確立12＞し，傷害の科

学的な分析が行われているが，わが国ではその

ような報告はない11）。わが国の傷害予防のレベ

ルは欧米より20～30年以上遅れているといえよ

う14＞。科学的に有効とされている予防策を保護

者に示し，保護者が予防策を確実に実行するこ

とも不可欠である。保護者が実行可能かどうか，

保護者が受け入れるかどうか，実際に実行する

かどうかなどの意識・行動変容の研究が必須で

あるが，このような報告もない15）。

傷害予防の基本的なアプローチ

病気は子どもの健康を障害する。事故も子ど

もの健康を傷害する。健康に対する障害，被害

という面からみると，病気も傷害もまったく同

表1　予防活動の評価

1．傷害の発生数・発生率の減少

2．傷害の重症度（通院日数入院日数医療費
　など）の軽減

a＝一般論 b：火災・火傷にあてはめると

最大

予
防
効
果
の
可
能
性

最小

xxxxxs　N

なし

〈求められる努力量〉

多い

最大

予
防
効
果
の
可
能
性

塾
ロ

ノ

最
ゼ

奪

導火タバコの使用
　婚轡

　飲用火災警報器の設置
　　　忍笠

　　　難燃群のパジャマ・毛布の使用

　　　　　命傘φ

　　　　　　融器の設置
　　　　　　　　命命
　　　　　　　　火瞬冶末は厳重に

なし

求められる努力量
多い

図1　傷害予防のために求められる努力量と，実際にそれによって予防が可能となる量との関係2）
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じ位置にある。科学的に分析し，具体的な予防

策を考える必要があるが，その場合，1）重症

度が高い傷害，2）発生頻度が高い傷害，3）増

加している傷害，4）具体的な解決方法がある

傷害について優先的に取り組むべきである。ま

た，目の前の事例について，予防できるまで徹

底して取り組んでみる必要がある。

　2005年10月に公園の遊具の螺旋階段から転

落して背部を強打し，腎臓破裂で9日周入院

した5歳児の事例について具体的に検討した

（図2）16）。医師から情報を収集し，三児の保護

者，本人からも傷害が発生したときの状況を聴

取し，実際に現地に出向いて傷害に遭った遊具

の検証を行った。次に，体格が相当するダミー

人形を現場の螺旋階段の上から落下させ，背部

にかかる荷重を計測した。産業技術総合研究所

デジタルヒューマン研究センター内に同じ構造

の螺旋階段を組み立て，3～6歳児を各5人ず

つ遊ばせて子どもの行動観察を行った。年少児

は螺旋階段の内側，すなわち急角度の階段部分

を利用する傾向が高いことがわかった。これら

のデータをもとに，遊具メーカーに改善策を考

えてもらい，遊具の改良のための試作品を製作

，した。次に，公園の管理者である市の公園管理

課に対して，遊具による傷害の実証実験の結果

や試作品を提示して公園遊具の改良を依頼し

た。市では次年度に予算措置を行い，2007年2

月に市内の同じ遊具34基（総額413万円）の改

良が行われた16・　17）。

　飛行機ロケット，鉄道などの大きな機械，

構造物の事故については，工学系の研究者が現

場検証，再現実験，予防策の検討，それらの知

識化などを行っているが，子どもの傷害は，住

宅内や屋外での小さな傷害が多く，系統立った

予防の取り組みはまったく行われてこなかっ

た。今回，この事例に対して予防まで取り組ん

だことで，予防活動とはどういうことかを実感

することができた。個別の傷害例で単発的に取

り組まれたことはあるかもしれないが，今回の

ように，保護者と本人の協力，医師からの情

報提供工学的アプローチ，子どもの行動観

察，メーカーの協力，行政の予算獲得と改善の

ように体系だった取り組みの報告はみあたらな

い。われわれは，このループを「安全知識循環

（Safety　Knowledge　Circulation）」という言葉

で表すこととした（図2）16・　17）。そして，傷害予

防とは「安全知識循環」のループを社会システ

ムとして回し続けることと考えた。この実践が

2007年度から開始された経済産業省の「安全知

識循環型社会構築」事業につながった。

傷

蟻
　現場の改善

翻
図2　傷害の情報を収集し，安全知識を創造，伝達する安全知識循環型社会
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どこで傷害の情報を収集するか

　傷害はいろいろな場で発生する。子どもの傷

害の発生場所を考えてみると，自宅実家保

育所，幼稚園，学校，公園などがある。また，

交通事故も大きな問題である。これらの場所で

起こった傷害のうち，重症度が高いものは必ず

医療機関を受診するので，諸外国では医療機関

が傷害の情報収集の定点となっている。

　しかし，わが国では行政も企業も，医療機関

を傷害の情報を得る場所としては考えていな

い。その理由は，医療の世界が閉鎖的であるた

めであろう。

　そこで，まず初めに当事者である傷害を受け

た子どもの保護者から自発的に情報を集めよう

と考える。東京都の調査によると，事故の責任

は（調査数：1，598，複数回答），「大人の不注

意」が68．8％，「商品自体が問題」が19．5％，

「子どもの様子が違った」が15．5％，「表示等が

問題」が2．4％であった。苦情を申し出たかど

うかの調査（調査数：1，917，複数回答）では，

93．8％の保護者が「何もしなかった」であり，

販売店への苦情は2．2％，メーカーへの苦情は

0．7％，消費生活センターへの苦情は02％で

あった。これらのデータから，被害者から自発

的に情報提供してもらうシステムは子どもの傷

害では働かないと考えた方がよい。また自発的

な提供は，情報の質の点でも大きな問題がある。

　国土交通省は，エレベーターなど建築物にか

かわる事故情報を建築主や管理業者らから収集

する目的で，外郭団体である日本建築防災協会

を通じ，2007年4月にインターネットサイト「建i

築物事故情報ホットライン」を開設した。しか

し，2007年12月28日までに1件も通報は寄せら

れなかった18＞。

　重大な製品事故が起こった場合，メーカーや

輸入業者に対し，事故の発覚から10日以内に国

（経済産業省）に報告を義務付ける改正消費生

活用製品安全法（消安法）が2007年5月より施

行された。報告を受けた経済産業省は原則1週

間以内に事故情報を公開するとしている。この

方法による情報収集の有効性については早急な

検証が望まれる。

　上記のように，自発的な報告システムでは有
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効に機能しない可能性が高いので，医療機関を

情報収集の場とすることが望ましく最も適切で

ある。医療機関では，患者側の訴えだけでなく，

傷害そのものを見ることができるので信頼1生が

高い情報が得られる。現場に近い，発生時刻に

近い，時には現場に行くことができる点でも，

医療機関は情報収集の場として優れている。一

回だけの情報収集で情報が不足している場合に

は，再び外来を受診した時に不足部分を聞きな

おす，保護者に電話をして確認できる，再来時

に映像を撮ってもらいたいなどと頼むこともで

き，容易に情報を補完することができる。

　さらに，来院時だけでなく，継続して経過を

追うこともできる。例えば，誤飲の24時間後の

経過，やけどの経過なども追うことができる。

　最近では，後述するように，実際に子どもの

家を訪ねて傷害を起こした製品，設置場所を見

たり，公園に行き，傷害が発生した現場に立ち

会ってみることも試みている。

　すべての傷害に対して現場検証をすることは

不可能であるが，少なくとも死亡例と，2週間

あるいは1か月以上の入院を必要とした傷害例

に関しては，現場検証と警察あるいは医療機関

の傷害の記録を合わせ，専門家による検討が不

可欠である。

いつ情報を収集するか

　情報は傷害が発生した時間に近ければ近いほ

ど，詳細，かつ正確な情報が得られやすい。す

なわち，傷害のために医療機関を受診した時点

が最も望ましいといえる。その場合，子どもが

診察を受ける前に情報をとったほうがよい。診

察や処置の終了後に詳しい状況を聞こうとして

も難しい場合が多い。

　健診の場を利用して，傷害の情報を聞く場合

がある。例えば，1歳6か月健診の場を利用し

て，「生まれてから1歳半までのあいだに，医

療機関を受診するような事故にあったかどう

か」を聞く調査を行っているところがある。し

かし，保護者が細かい状況を覚えている場合は

少なく，予防につながる情報はほとんど得られ

ない。

　診療現場は，子どもがかぜ症候群健診，予

防接種などで受診する機会が多く，情報を再確
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認することも容易である。観光船の甲板の鉄板

で下腿に1度のやけどをした子どもを診たと

き，写真機が手元になく，写真が撮れないこと

を残念がつたところ，後日，母親がやけどの写

真を撮ってプリントしたものを持参してくれた

こともあった。最近では，診察時に，携帯電話

のカメラで傷害を起こした場所や製品の映像を

撮って送ってくださいと依頼するようになっ

た。

誰が情報を収集するか

　傷害の情報が必要であることは衆目の一致す

るところである。では誰がとるのであろうか？

　以前からの上意下達の方式で「業務負担にな

らないように工夫して，また個人情報の保護に

留意して，きちんとした傷害の情報を集めてい

ただきたい」と行政の人は言うが，そう言うだ

けでは情報は集まらない。衛生局から該当年度

の事業として「傷害情報の収集に協力されたい」

という文書を出して事業を始めたとしても，石

川県のようにほとんど予防につながらない情報

しか集まらない。

　予防につながる情報を収集するためには，「予

防とは何か」をよく理解している医師，看護師

が，医療の現場で，予防のことを念頭に置きな

がら詳細に問診し，保護者から必要な情報を引

き出し，それをきちんと記録する必要がある。

海外で傷害サーベイランスが行われている状況

を聞くと，医療現場の医師は非協力的で，主に

看護師が情報収集をしている。現時点では，ト

リア・一一・・ジ看護師が情報収集する人として最もふ

さわしいと私は考えている。

　忙しい業務の中で，傷害のために受診した子

どもの保護者の罪悪感や焦りを理解しながら，

いかにうまく情報をとるかにはある程度の訓練

が必要であろう。医療現場で詳細な情報の収集

が必要な理由，また問診のポイントを示した「予

防につながる情報とは一医療機関での傷害情

報の取り方」というDVD（約13分）をCIPEC

で作製したので見ていただきたい19＞。

どの程度までの情報を収集するのか

　収集する傷害の程度についても考える必要が

ある。優先度が高いのは，重症度が高い傷害で

小児保健研究

あり，医療機関を受診した傷害を対象とするの

がよい。

　医療事故では「ヒヤリ・ハット」という言葉

がよく使われ，事故による傷害を防ぐ活動に必

要なデータとして取り上げられている。機能が

固定している成人，あるいは機能が衰えていく

高齢者については，「ヒヤリ・ハット」が実際

の傷害につながる可能性があるかもしれない。

しかし，小児は発達している。乳幼児の発達は

目覚しく，昨日できなかったことが，今日でき

るようになる。1歳前後の子どもの後ろについ

て半日間観察すれば，数分おきに「ヒヤリ・ハッ

ト」するであろう。見ている保護者はヒヤリ・

ハットの連続であろうが，子どもはそのような

行動をしながらできるようになっていくので，

「ヒヤリ・ハット」を傷害予防の対象とするこ

とは適切ではないのではないか。また，ヒヤリ・

ハットに対応するとなると，その多さから現実

には対応できない。

　内閣府国民生活局は「ヒヤリ・ハット」の傷

害情報を広く国民から収集するといっている

が，情報の質はバラバラで予防につながる情報

はほとんどないと予想される。さらに，送られ

てきた情報を分析できるシステムがなければ，

情報件数ばかり増えて予防にはつながらない。

予防につながるデータとは

　今までは，傷害の情報として，発生日時，場所，

傷害が発生したときの状況，傷害部位，傷害名，

処置などの情報収集が行われてきた。しかし，

この情報だけではコンピューター・グラフィッ

クス上で傷害を再現することは難しく，予防を

考えるうえでほとんど役に立たない20）。しかし

現実には，それらの情報さえ得ることが難しい。

診療録表紙の臨床診断名の欄に傷害名が記載さ

れている診療記録を読んでみると，その内容に

愕然とする。ほとんど何も書かれていないので

ある。とくに外科系の診療録は，傷害の発生時

間や場所，発生状況が記載されていることはま

れで，中には，どの部位が傷害を受けたかの記

載もなく，唯一，何回縫合したかが書かれてい

るだけである。　　　　　　　　　　　　　　．

そのような現状の中で，予防につながる情報
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を収集する方法について検討してきた。

　私のクリニックを受診した事例で具体的にみ

てみよう。

【症例1】1歳11か月　女児

　2007年5月8日午後1時頃，自宅の居間で

アイロンに触り，左手掌の第1指と2指のMP

joint部にやけどした（熱傷II［度）。氷水で5分

間冷やした。

【症例2】5か月15日　女児

　2007年9月25日午前7時45分頃，自宅の居間

でアイロンに触り，右手掌にやけどした（熱傷

1度）。すぐに流水で冷やした。

現在，多くの調査で得られる情報はこのよう

なものである。これらの情報からアイロンによ

るやけどの予防として考えられることは：

　・子どもから決して目を離さない。必ず親が

　　ついて見ている

　・子どもの手の届かないところにアイロンを

　　置く

　・アイロンに蓋をする

　・子どもが寝ているときだけアイロンをかけ

　　る

　・アイロンをかけない，アイロンを使わない，

　　すべてクリーニングに出す

　・使い終わったアイロンは水につけて冷やす

くらいで，これ以上は考えられない。そして一

部は実生活上は不可能である。子どもから片時

も目を離さないでいることは無理な注文であ

り，毎回，手の届かないところに置くこともで

きない。

　そこで，やけどが発生したときの状況を詳細

に聞いてみると：

【症例1】

　母親は台所にいた。泣き声に気づき，居間に

行ってみるとアイロンに触れてやけどしてい

た。アイロンは，階段下の収納（開き戸）に

入っていた。本島はアイロンを取り出して居間

に持ってきて，自分でコンセントを入れ，暖め

てしまった。

【症例2】

　母親は，幼稚園に行く兄の準備をしていて，

居間にはいなかった。本児は寝返りをして転
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がって移動することができ，背這いもできる。

腹ばい状態では回転もできる。急に泣き声が聞

こえたので行ってみると，アイロンに触ってや

けどしていた。アイロンを使ったのは30分以上

前で，母親はもう冷めていると思い，床の上に

置いていた。

　これらの情報をもとに，アイロンについて予

防法を検討すると：

　・アイロンの使用後の温度変化について時間

　　経過を調べ，「使用後○分間は40℃以上」

　　などの警告文を作成し，製品の目立つとこ

　　ろに貼っておく

　・アイロン表面に，50℃で赤く色が変わるラ

　　ベルを貼って注意喚起する

　・アイロンのkイッチを2箇所にする，子ど

　　もではONにしにくいスイッチにする

　・電気のコンセントカバー，コンセント形状

　　を工夫する

など，具体的な予防法をあげることができる。

子どもの行動からやけどの予防法を検討する

と：

・納戸の上方，子どもの手の届かないところに

　アイロンを置く

・納戸の開き戸が子どもでは開かないようにする

・子どもの手の届かない距離を年齢，床からの

　高さでわかりやすく示す21）

　この例にみるように，外来で日常的に経験す

る傷害の事例から，いくらでも具体的に予防に

つながる情報を収集することができるのであ

る。

模式図による情報収集

　模式図を描いてもらうことも試みている。

【症例3】9か月　女児

　2006年9月21日午前6時頃，自宅の寝室でス

タンドの白熱灯に触り，右手掌にやけどした。

すぐに流水で冷やした。熱傷1度。

【詳しい状況の聴取】

　父親は近くで寝ていた。スタンドの明かりは，

触れるとつくタイプで，本人が触ってつけたよ

うだ。母親は日本語が不自由のため，父親が絵

を描き（図3），外来受診時に持参した。
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【症例4】1歳5か月　男児

2006年11月21日午前10時30分頃，保育所の引

き戸に手を挟まれ，左第1指の爪が剥離した。

【詳しい状況の聴取】

引き戸は保育所の入り口の戸で，スチール製

（図4）。

　模式図を見ると，傷害発生時の状況がより

はつきりする。

遷
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図3　父親が描いた絵（症例3）

蝿彫の
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図4　症例4の受傷状況
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携帯電話のカメラによる映像の収集

　携帯電話による情報収集のためメールアドレ

スを設定した。当クリニックを受診した傷害の

症例について，保護者が持っている携帯電話の

カメラによる撮影を依頼し，上記のメールアド

レスに送付してもらうことも試みている。

【症例5】2歳8か月　男児

　2007年12月6日午後1時ころ，自宅の浴室に

設置されている洗濯機の下の穴に指を突っ込ん

だ。ひっぱり出したとき，皮がむけ，少量出血し，

午後2時25分に当クリニックを受診した。右第

2指先端部の手掌側に切創，手背側に擦過傷を

認めた。生理食塩水で洗浄後，抗菌薬の軟膏を

塗布した。

　母親に発生状況を聞くと，子どもはその日に

初めて穴を発見し，「穴だ，穴だ」と午前中に

騒いでいた。「取れない！」と叫んでいるので

行って見ると，指が抜けなくなっていた。母親

はそばにいなかった。来院時反対側の四丁2

指の受傷部位の直径を計測すると10mmであっ

た。

【症例6】9か月　男児

　2007年10月11日午後4時ころ，自宅の居間で

ポットの取っ手をひっぱって倒し，ポットの蓋

と本体のあいだがら漏れ出た湯に触って右手全

体をやけどした。母親は電話中で他の部屋にい

た。倒れていたポットの蓋は開いていなかった。

10分間患部を水で冷やした後当クリニックを

受診した。右手全体に1度の熱傷を認め，専門

医療機関に入院した。

　症例5に関して，母親の話だけでは傷害の発

生状況がわからないため，洗濯機の全体像，傷

害を受けた穴の部分，ならびに製品のメーカー

名，型式，番号のシールを携帯電話のカメラで

撮影し，送ってもらうよう依頼した。送られて

きた映像を図5に示した。この穴は，洗濯機の

前面の鉄板を手前方向に倒して開けるための蝶

番部分の隙間で，穴の辺縁はぎざぎざした状態

であった。このような傷害を予防するためには，

別の部位に穴をつけるか，幼児の指が入らない

径の製品とすることが望ましい。

　症例6では，ポットが置かれていた部屋の状
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図5　送られてきた写真（症例5）

錐健鱒

況，ポットが置かれていた位置，ポットのメー

カー名，型式，番号を携帯電話のカメラで撮影

し，送ってもらうよう依頼した。送られた映像

を図6に示した。ポットが置かれていたのは，

居間のソファの背もたれ部にくっつけて置かれ

ている長さ1m20cm，幅45cm，高さ70cmの

テーブルの上で，すぐにミルクを作ることがで

きるようにしていた。ポットの容量は4しで，

いつもお湯は90℃に保たれ，満タンの状態にし

て置かれていた。本児の発達段階は伝い歩きを

している状態で，ふだんからポットの電器コー

ドをよくひっぱっていた。ポットには給湯ボタ

ンを押してもすぐにお湯が出ないようなロック

機能が組み込まれていた。本児は，この日に初

めてソファにのぼり，ソファの背もたれ部に身

体の前面をつけて立ち，目の前にあるポットの

取っ手部分に手をかけ，ポットを倒したと推測

された。今回のやけどを起こしたポットにお湯

を満タンに入れて横に傾けると，蓋と本体のあ

いだがらかなりの量の湯がこぼれ出ることがわ

かった。すなわちパッキング部分のゴムの劣化

が傷害の原因であることがはっきりした。この

ポット本体に貼られている警告や注意には，「横

倒しとなったときに湯がこぼれ出てやけどす
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図6　送られてきた写真（症例6）

る」という記載はなかった。ゴムの劣化による

危険性についての記載もなかった。その後，や

けどをしたポットは台所の高い位置に移動させ

たが，継続して毎日使用されている。やけどに

よって皮膚のケロイド形成右第2指の伸展が

困難となり，今後手術予定となっている。

　現在，日本では携帯電話の普及率は国民1人

に1台の保有となっており，携帯電話のほとん

どはカメラ機能を有している。子どもを持つ保

護者のほとんどは携帯電話を持っているので，

このような情報収集が可能となった。

　この方法で情報を収集すると，場所や時間の

制約がほとんどないので情報提供を依頼しやす

い。映像を送ってもらうことにより，1）傷害

を起こした製品の特定が容易になった，2）製

品が置かれていた環境，使われていた状況がわ

かるようになった，3）傷害をもたらした製品

の部位，その機序もはっきりわかるようになっ

た，4）傷害発生のアニメーションをコンビュー
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ター・グラフィックスで作成する場合，正確さ

が高まり容易に映像化できるようになった，5）

傷害の再現実験をすることが可能になった。一

部の映像は，製品のメーカーに直接伝えること

もでき，具体的な予防策を検討することが容易

になった。外来での診療時に依頼すると，30分

後には映像が送られてきた場合もあり，迅速に

情報を収集することが可能となった。傷害情報

の収集法の一つとして，有用な方法と考えてい

る。

　上記のようにいろいろな取り組みをしてきた

が，一言で言えば「コンピューター・グラフィッ

クス上で，傷害の発生直前から発生直後までの

アニメーションを描くことができるような情報

を収集する」ということである。問診するとき

は，自分がシナリオ・ライターになったつもり

で，部屋の間取り，兄弟や保護者の位置，子ど

もの行動傷害を起こした製品への接近，そし

て傷害の発生へとシナリオを描いていけばよい

のである。

　畑村洋太郎先生がいつもおっしゃっている

「現地，現物，現人」，すなわち「傷害が起こっ

た現地に行って，現物を見て，現場にいた人に

聞く」ことが予防につながる情報収集の大原則

である。

制御パラメータの情報が不可欠

　情報をとるときは，制御パラメータを考えな

がら，こちらから聞き出す必要がある。一方的

に保護者が書き込んだデータをもらっても予防

にはつながらない。

　制御パラメータには，製品，構造物側のパラ

メータ（工学パラメータ）と，意識・行動側の

パラメータ（行動パラメータ）の二つがあり，

それぞれについて箇条書きにできるような内容

を聴取することが不可欠である20）。

　目の前には，日々，傷害の事例が受診する。

これらの事例の中から，制御パラメータをどれ

だけ取り出せるかが情報収集の要であり，情報

のもつ意味を理解することが予防の出発点であ

る。

　小児科医は，子どもの発達を熟知しているし，

子どもの傷害も熟知している。メーカーは製品

の構造，機能について熟知している。しかし，
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誰も，物や環境の中に置かれた子どもの行動を

知らない。子どもの傷害の予防には，子どもの

行動理解，モノの使われ方の観察が不可欠であ

る20）Q、

情報は誰のものか

　事故による傷害に遭遇し，たいへんな思いを

すると，同じような傷害が起きて欲しくないと

誰でも思う。とくに子どもの傷害についてはそ

う思う人が多い。本当にそう思うなら，自分が

経験した傷害について，情報を提供しなければ

ならないし，提供する相手は専門家でなければ

ならない。

　次に同じ事故に遭遇するであろう人，すなわ

ちすべての人のために情報はある。保護者に対

し，医療機関を受診した時に，傷害の情報提供

を呼びかけるリーフレット「子どもの事故は防

げます。あなたの情報がその一歩になります」

を作成して協力を呼びかけることとした。これ

はCIPECのサイトからダウンロードして自由

に使用されたい19）。

情報収集に対する阻害要因

　予防につながる情報を収集しようとしても，

いろいろな阻害要因がある。

○現場以外からの依頼に対する抵抗

　現場に関わっていない人，現場を知らない人

が，傷害の情報収集の業務命令，あるいは研究

班からの調査依頼を出しても，予防につながる

情報は集まらない。現場には，どのような情報

が必要であるかを理解している人がいないため

予防につながる情報は得られない。

　傷害の詳しい状況を知ろうとしても，「警察

が取調べ中でコメントできません」というコメ

ントで接点さえ持つことができない。日本ス

ポーツ振興センターの災害共済給付の重症事例

のデータを見たいといっても「個人情報であり，

裁判で問題になることがあるのでデータは出せ

ない」となる。

○情報をとられる側：当事者からの拒否，非協力

　事故死した子どもの保護者のほとんどは，「子

どもの命を返して欲しい」，「二度と同じ事故が

起こらないようにして欲しい」と言うが，傷害

の発生情報を得ようとしても「今は，そっとし
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ておいて欲しい」，「つらくなるので，触れない

で欲しい」ということで情報は得られない。

○傷害の発生状況が複雑

　子どもの傷害は種類も多く，重症度もさまざ

まで，個別性が強く，一般化することはほとん

ど不可能のように感じられる。そのため，情報

といっても，どのような情報が必要かがわから

ず，医療現場では治療が優i先されるため，予防

につながる情報にはほとんど関心が示されな

い。すなわち，現時点では得られる情報量が少

なすぎるため，予防に利用することができない。

○現場を見ていない負い目

　保護者が一瞬目を離した隙に，子どもが滑り

台の階段から転落し，ゴーンと大きな音がして

振り返った時はコンクリートの上に横たわって

いた，というような状況はよくあることである。

乳幼児の傷害が起こったとき，保護者がそばに

いた割合は6～8割といわれているが，現場を

目撃していない：場合も多い。現場検証で実際に

傷害が起こった状況を聞こうとしても「よくわ

からない」というだけで非協力的な場合もある。

この場合は，傷害が起こった前後保護者が見

ていた状況を正確に話してもらい，傷害の発生

状況を推測するしかない。保護者の一部は，検

証時に自分が責められるのではないかと警戒し

ているようである。

○情報をとる側：新たな仕事の負担への抵抗

　医療機関で情報収集しようとすると，スタッ

フからいろいろな意見が出る。忙しいからそん

なことは無理である。待ち時間を短くしょうと

している中で，時間がかかるようになるのは問

題だ。対象診療科が多岐にわたり，運用が難し

い。保護者にも医師，看護師にも負担がかかる。

電子カルテのシステムになじまない。調査に協

力する意味がわからない。保護者にとって，事

故発生直後にいろいろ聞かれたり，記入するこ

とは心情的に難しいのではないか。個人情報で

あり，倫理委員会に諮る必要がある。医師，看

護師の仕事ではない。新たな業務負担はこれ以

上，無理だ。このような意見がよく聞かれる。

　医師，看護師が自分の仕事ではないというの

は，傷害予防の必要性を理解していないためで

はないか。情報とはどのようなものかを知らな

いからではないか。自分のとった情報がどのよ
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うに加工され，どのように予防に役立つかを理

解していないからではないか。

　病気に対して詳細な問診をとり，それを診療

録に記録しておくことは業務であるのと同じ

で，傷害の詳細な情報を記録することは業務の

一つであると私は考えている。

○行政の対応パターン

　子どもの事故が多発していることを受け，市

で「子どもの事故予防」に取り組もうというこ

とになる。何事も実態を知ることから始まると

いうことで，広く市民から事故の情報を集めよ

うという話になる。担当者が事故の調査用紙を

作成し，事業を始めようとすると，上司が「事

故の情報が集まるのはいいが，それを知ってし

まうと市役所として責任が生ずる。たくさんの

情報が来たら予算が足りなくなり対応できな

い。」ということで，情報収集は中止となる。

市町村レベルでは，前例がない，予算がない，

担当者がいない，ということで何もできない。

○個人情報の保護という抵抗

　医療機関で情報を収集する時，「個人情報の

保護」ということを理由に情報が出せないと

いうことを聞くが，個人情報の保護に関する

表2　個人情報の保護に関する法律

第十六条　個人情報取扱事業者は，あらかじめ本

　人の同意を得ないで，前条の規定により特定さ

　れた利用目的の達成に必要な範囲を超えて，個

　人情報を取り扱ってはならない。

2　個人情報取扱事業者は，合併その他の事由に

　より他の個人情報取扱事業者から事業を承継す

　ることに伴って個人情報を取得した場合は，あ

　らかじめ本人の同意を得ないで，承継前におけ

　る当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲

　を超えて，当該個人情報を取り扱ってはならな

　い。

3　前二項の規定は，次に掲げる場合については，

　適用しない。

　一　法令に基づく場合。

　二　人の生命，身体又は財産の保護のために必

　　要がある場合であって，本人の同意を得るこ

　　とが困難であるとき。

　三　公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推

　　進のために特に必要がある場合であって，本

　　人の同意を得ることが困難であるとき。

　四　国の機関若しくは地方公共団体又はその委

　　託を受けた者が法令の定める事務を遂行する

　　ことに対して協力する必要がある場合であっ

　　て，本人の同意を得ることにより当該事務の

　　遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。
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法律の第十六条第3項の3には例外規定があ

り，傷害のデータを使用することは可能である

（表2）。人々の健康障害への対策を考えるうえ

で，疾病について分析することは必要不可欠で

ある。一部の医療機関では「包括同意」という

システムを導入して診療や研究が行われてい

る。傷害についてもまったく同じで，傷害例の

情報の分析が不可欠である。

　目の前に，予防につながる十分な情報が存在

しているのに，それを聴取していない。情報を

収集するといっても数十年前と同じ項目で，予

防にはつながらないものを漫然と収集している

だけである。すなわち，予防のスタートライン

の手前での足踏み状態が20年以上も続いている

のである。

情報の加工の問題点

　利用されない，利用することができない情報

は，本来，情報というべきではない。利用され

ないものを集める必然性はまったくない。

　既存の情報のまとめ方について問題点を指摘

するため，一例として子どものやけどの報告例

をみてみよう。

　やけどの症例の診療録を集める。そして，思

いつくままに，年齢別，性別，物質別，場所別，

時間別，パターン別，頻度別，やけどの範囲別，

やけどの深度別などにまとめる。もちろん，こ

れらは診療録に記載があった項目に限られる。

こういうまとめ方から，いくらでもグラフや表

ができる。いくつか組み合わせているうちに，

自分が何をしているのかわからなくなる。

表3　小児のやけどの受傷分類の例

・大人の行動による受傷（味噌汁，コップの湯，

てんぷら油など）

・手を伸ばしてテーブルの上の物（お茶，コーヒー，

カップめんなど）をひつくり返す

・熱固体（ストーブ，電気アイロンなど）に触れる

・ポットを倒す，誤って押す

・ぶつかった拍子に熱固体が落ちる

・頭上のテーブルなどに手を伸ばして物をひつく

　り返す

。蒸気（炊飯器，スチームアイロンなど）に触れる

・風呂への転落

・花火の火がかかる

小児保健研究

　やけどの発生パターンを分類した例を表3に

示した。予防という観点からではなく，診療録

の記載から抜き出しただけのデータであろう。

上に挙げた症例6は「ポットを倒す」の典型例

である。しかし，このように分類しただけでは

予防は考えられない。「ポットを誤って押す」

という記載があるが，乳幼児は「誤って」押し

たわけではない。このように分類した人の頭の

中には，「不注意」，「想定外の事故」という考

え方が色濃く流れているように思われる。した

がって，予防としては「気をつけましょう」が

最終的な結論となる。

　製品や物質の細かい情報，それらが置かれて

いた環境子どもの行動や保護者の行動などの

情報が欠落しているため，この分類では予防は

考えられない。もっとも大切なことは，情報の

取り出し方である。予防することを考え，情報

として何を取り出すかを明確にしなければなら

ない。’

情報の公開と広報が不可欠

　情報は公開されて初めて意味を持つ。日本ス

ポーツ振興センターの災害共済給付の詳しい

データは公開されていない。警察の聴取した詳

しい傷害情報も公開されていない。

　個人情報の保護と傷害予防のために必要な

データを混同してはならない。人々の健康問題

の解決に不可欠であるデータは，積極的に利用

されなければならない。

　隠された情報は情報とはいえない。傷害が発

生すれば，管理責任者は「隠す，ごまかす，逃

げる」など，責任逃れに終始するのが一般的で

ある。しかし，この過程から傷害予防につなが

るものは何もない。隠せないシステムの構築が

不可欠である。

　傷害の情報はサイトに蓄積され，いつでも，

誰でも利用できる形に整備されなければならな

い。アメリカでの事例を紹介してみよう。ある

時　自動車の中で外傷の見当たらない死体（オ

カルト・インジャリー）が続けざまに何件かみ

つかった。死因はすべて内臓破裂であったが，

事故の状況からは原因不明であった。ある研究

者が公開されている傷害データを分析し，ある

車種の2点式自動式シートベルトのものに傷害
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が集中していることを見出し，米国運輸省は即

刻，改善命令を出した。これは，データが公開

されていたために解決につながった事例で，傷

害のデータは人類の財産であることがよくわか

る。

情報を活かすための連携の必要性

　自分は何を目的に，何を知りたくで1虚報を集

めているのか明確にしてからでないと情報の加

工はできないし，さかのぼって必要な情報を収

集することもできない。すなわち，情報を収集

する前に，専門家が集まって収集する内容につ

いて検討する必要がある。次の専門家につなげ

ることができる情報皆で共有できるデータが

不可欠なのである。

　2006年7月，産業技術総合研究所デジタル

ヒューマン研究センター内に「子どもの傷害予

防工学カウンシル」Childhood　Injury　Preven－

tion　Engineering　Council（CIPEC）を設立し，

小児科学，機械工学，情報工学，社会心理学な

どを専門とする研究者が集まって分野横断型の

研究活動を開始した141　17・　19，　20）。

　現在までに，傷害の原因となる物（転落原因

となる家具や，誤飲物質など）と子どもの年齢，

行動などの関係を統計的に分析する技術，子ど

もの行動観察を行うセンシング技術，傷害原因

の解明に必要な原因情報（cause　code）につい

て効率良く入力できるインタフェースの開発，

事故の再現シーンをコンピューター・シミュ

レーションで可視化する技術，作製した動画を

配信し，同時に意識調査を実施する技術などを

開発している。

おわりに

　利用できない情報であれば集める必要はない

し，集めることそのものが無意味である。予算

をかけるなら，その効果を科学的に示さなけれ

ばならない。

　1994年，16歳未満の事故182件を検討したと

き，私がはっきりと予防策を指摘できたのは2

件（1％）であった11）。最近，情報のとり方を

変えたことにより，私が予防策として指摘でき

る割合は約80％となり，予防に自信を持つこと

ができるようになった。
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　傷害のデータは，たいへん貴重な国民の財産

である。国民に対しては，傷害のデータが予防

の出発点であり，傷害のデータを提供公開す

ることが「安全」のために不可欠であるという

ことを広報する必要がある19）。一方，医療関係

者は，日々診ている傷害の患者の情報を詳細に

とって記録し，とくに傷害が発生した状況につ

いてはできる限り詳細な情報を記録しておく責

務があると認識する必要がある19）。

　傷害サーベイランスシステムを稼動させる場

合には，予防につながるか厳密に検証し，とく

に死亡例については，全例を登録するシステム

（Child　Death　Review）を導入する必要がある。

　情報収集に取り組む場合は「現場」にいなけ

ればならない。現場から離れたら，その時点で

事実がみえなくなる。現場にいるからこそでき

る，現場にいなければ決してできないと認識す

る必要がある。医療現場で，予防につながる，

予防につなげる情報を収集すれば，いろいろな

職種の専門家と共同して予防を具体化すること

ができるのである。

　一　傷害予防の解は今，目の前に存在して

いる。予防につながる情報は現場にしかない。

情報がなければ何も始まらない。一
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